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第37回建設業経理士検定試験 １級財務分析 

 

〔第１問〕  解答にあたっては、各問とも指定した字数以内（句読点を含む）で記入すること。 

問１ 

          10          20     25 

 考 課 法 と は 、 い く つ か の 適 切 な 分 析 指 標 を 選 択 し て 、 各 

 指 標 ご と に ど の 程 度 の 範 囲 な ら ば 何 点 か の 経 営 考 課 表 を 

 作 成 し て お き 、 こ の 表 の な か に 各 企 業 の 実 績 値 を 当 て は 

 め て 評 価 す る 方 法 で あ る 。 一 般 的 な 手 順 と し て 、 ま ず 評 

5 価 す べ き 指 標 を 選 択 し 、 各 指 標 の ウ ェ イ ト 付 け を 行 う 。 

 次 に 各 指 標 別 に ラ ン ク 付 け を 行 い 、 ウ ェ イ ト 付 け し た 範 

 囲 で 配 点 を 行 う 。 最 後 に 評 価 対 象 企 業 の 実 績 が 、 各 指 標 

 の い ず れ か の 範 囲 に 属 す る か を 確 定 し 、 総 合 点 を 計 算 す 

 る 。 考 課 法 で は 適 切 な デ ー タ の 選 択 に よ っ て 客 観 的 な 考 

10 課 と 評 価 で き る だ け の 精 度 を 高 め る こ と が 重 要 で あ る 。 

問２ 

          10          20     25 

 財 務 諸 表 デ ー タ に 基 づ く 企 業 評 価 法 と し て 収 益 還 元 価 値 

 法 が あ る 。 こ れ は 損 益 計 算 書 の デ ー タ に 基 づ く 評 価 法 で 

 あ り 平 均 利 益 を 利 子 率 で 除 し て 収 益 還 元 価 値 を 算 定 し 、 

 企 業 評 価 を 行 う 方 法 で あ る 。 将 来 の 利 益 を 見 積 も る こ と 

5 は 不 確 実 性 が 高 い た め 、 通 常 は 過 去 ３ 年 間 の 評 価 対 象 企 

 業 の 当 期 純 利 益 の 平 均 値 と し て 求 め る こ と が 多 い 。 一 方 

 で 利 子 率 に は 通 常 、 同 業 の 平 均 利 益 率 そ の 他 の 市 場 金 利 

 を 勘 案 し た 平 均 利 子 率 を と る 。 収 益 還 元 価 値 法 は 、 将 来 

 の 配 当 を 期 待 す る 場 合 や 株 価 の 上 昇 を 期 待 す る 場 合 な ど 

10 株 価 形 成 上 の 重 要 な 総 合 評 価 の 構 成 要 因 の １ つ で あ る 。 

 

〔第２問〕  

記号（ア～ハ） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 

カ ア コ セ キ ニ ト ソ ナ チ ス 

 

〔第３問〕  

 

(Ａ)  ９ ８ ６ ０ ０ 百万円  (百万円未満を切り捨て) 
 

(Ｂ)   ６ ４ ０ ０ 百万円  (   同    上   ) 
 

(Ｃ) ４ ３ ２ ３ ２ ０ 百万円  (   同    上   ) 
 

(Ｄ)   １ ４ ８ ０ 百万円  (   同    上   ) 
 

損益分岐点比率   ７ ９ １ １ ％    (小数点第３位を四捨五入し､第２位まで記入) 

  
． 
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〔第４問〕 
 

問１      ９ ５ ６ １ ５ ０ 千円        (千円未満を切り捨て) 
 

問２        ９ １ ５ ０ ％          (小数点第３位を四捨五入し､第２位まで記入) 

 

問３       １ ２ ７ ０ ９ 千円        (千円未満を切り捨て) 

 

問４       ４ ４ ７ ２ ５ 千円        (   同    上   ) 
 

問５         ３ ７ ３ (単位省略)  (小数点第３位を四捨五入し､第２位まで記入) 

 

〔第５問〕 
 

問１ 
 

Ａ 経営資本営業利益率   ４ ７ ３ ％    (小数点第３位を四捨五入し､第２位まで記入) 

 

Ｂ 立替工事高比率  ５ ４ ４ １ ％    (   同    上   ) 

 

Ｃ 運転資本保有月数   ３ ０ ８ 月    (   同    上   ) 

 

Ｄ 未成工事収支比率 ５ １ ９ ２ ４ ％    (   同    上   ) 

 

Ｅ 純支払利息比率   ０ １ １ ％    (   同    上   ) 

 

Ｆ 設備投資効率  ９ ９ １ ５ ％    (   同    上   ) 

 

Ｇ 完成工事高キャッシュ・フロー率   ３ ２ ８ ％    (   同    上   ) 

 

Ｈ 付加価値増減率   ６ ３ ８ ％    (   同    上   ) 記号(ＡまたはＢ) Ａ 

 

Ｉ 流動比率 １ ７ ０ ３ ７ ％    (   同    上   ) 

 

Ｊ 配当率  １ ８ ６ ５ ％    (   同    上   ) 

 

問２ 

記号（ア～モ） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

カ ス ア シ キ －(※) ノ サ チ ホ 

 
 (※)６の別解：ナ 
 

本来、総資本回転率の総資本は期中平均値を用いるべきであるが、これによる解答が選択肢に与えら

れていない。そのため、６は本解を「解なし」としている。しかし、期中平均値を用いない解答が選

択肢「ナ」として与えられているため、別解を「ナ」としている。 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 

． 

 


